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2010 年に労務行政研究所が民間企業を対象に行った調査 10)において、過去 3 年間で
メンタルヘルス不全の増減について「増加」と回答した企業が 44.4%と最も多かった。
特に増加が目立つ年代としては、30 歳代が 48.2%、20 歳代が 47.3%と比較的若い世代
でメンタルヘルス不全が目立っている。また、同調査では、メンタルヘルス不全で休職
した社員の職場復帰についても調査しており、職場復帰割合が半分に満たないと回答し
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いて、調査時点の病気休職制度を利用した休職者人数の 1 事業場当りの平均値は全体で







ス不全が 43.9%で最も高く、次いで、糖尿病・高血圧等の生活習慣病 38.3%であった。 
また、日本生産性本部メンタル・ヘルス研究所が 2012 年に全国の上場企業を対象に
行った調査 13)においては、最近 3 年間におけるメンタルヘルス不全は増加傾向にあると
37.6%の企業が回答し、2002 年の調査開始以降初めて 40％以下となったものの、減少
傾向は 7.8%と微増に留まっている。さらに年代別に見ると、メンタルヘルス不全の多い
年齢層は 40 歳代が 36.2%、30 歳代が 34.9%と回答しており、2002 年調査開始以降初












のうち精神疾患によるものの割合は年々増加傾向にあり、平成 22 年度では 62.4%を占
めている。また、人事院の平成 23 年度国家公務員長期病休者実態調査結果の概要 15)に
よると、長期病休の原因として最も多いのは「精神及び行動の障害」であり、全体の 64.6%
を占めていた。また、年代別にみてもすべての年代で「精神及び行動の障害」が長期病
休の原因の第 1 位となっている。 
心の健康問題と経済的損失についても近年研究がなされている。島ら 16)によると、心
の健康問題による推定疾病休業人口は 47 万 4000 人、平均休業月数は 5.2 ヶ月/人であ
り、企業が受ける推定逸失利益は年間で約 1 兆円にものぼると報告している。 
2010 年に厚生労働省が発表した自殺・うつ対策の経済的便益の推計 17)によると、2009
年現在において自殺やうつ病がなくなった場合、経済的便益の推計額は単年で約 2 兆 7
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千億円である。また、2010 年以降に自殺やうつ病がなくなった場合、2010 年での GDP











緊急性の高い問題でもある。警察庁 20)によると、2012 年の自殺者数は 27,858 人で、そ
のうち 34.9%が勤労者で占められている。自殺者数は、前年に比べ 2,793 人（9.1%）減
少し、1997 年以来、15 年ぶりに年間の自殺者数が 3 万人を下回った。1998 年に初めて





また、主要 8 か国（G8; 日本、ロシア、フランス、ドイツ、カナダ、アメリカ、イギ
リス、イタリア）の中では、日本の自殺率はロシアに次いで第 2 位となっている。先進
7 カ国（G7; 日本、フランス、ドイツ、カナダ、アメリカ、イギリス、イタリア）にお
ける 15～34 歳の自殺率は、日本が最も高く 20.0 人/10 万人であり、第 2 位のカナダは




















 の 9 項目にわたる施策が定められた。 
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次予防を重視し、2010 年までの 10 年間にわたる具体的な数値目標を掲げた健康日本 21
（2000 年）26)を定めた。その中で、こころの健康に関して、「ストレス」「睡眠」「自殺」
の 3 分類、計 4 項目に以下のような目標値を設定し、国民が主体的に取り組む健康づく
り運動を総合的に推進してきた。しかし、2007 年の中間報告書 29)、2012 年の最終評価
30)において、目標値を達成できたのは「睡眠によって休養が十分にとれていない人」の
割合の減少の 1 項目に留まっていた。 
1. ストレス  
・「最近 1 ヶ月間にストレスを感じた人」の割合の減少 
目標値：    全国平均 49%以下 
基準値：    54.6％ 
     中間評価：   62.2％ 
       直近実績値：  61.3%（有意(p＜0.001)に増加） 
2. 睡眠  
・「睡眠によって休養が十分にとれていない人」の割合の減少 
目標値：      全国平均 21%以下 
基準値：      23.1％ 
    中間評価：   21.2％ 
  直近実績値： 18.4%（有意(p＜0.001)に減少） 
 




目標値：      全国平均 13%以下 
基準値：      14.1％ 
    中間評価：   17.6％ 
  直近実績値： 19.5%（有意(p＜0.001)に増加） 
3. 自殺者の減少 
目標値：      22,000 人以下 
基準値：      31,755 人 
        中間報告値：  30,247 人 
        直近実績値： 29,544 人 
そして、2012 年の最終評価を踏まえ、2013 年度以降の健康日本 21（第 2 次）31)が策
定され、以下のような目標値が設定された。 
1. 自殺者の減少（人口 10 万人当たり） 
現状：23.4（平成 22 年） 
目標：自殺総合対策大綱の見直し 
2. 気分障害・不安障害に相当する心理的苦痛を感じている者の割合の減少 
現状：10.4%（平成 22 年） 
目標：9.4%（平成 34 年度） 
3. メンタルヘルスに関する措置を受けられる職場の割合の増加 
現状：33.6%（平成 19 年） 
目標：100%（平成 32 年） 





d. 21 世紀の労働衛生研究戦略 
上述のような状況のなか、2000 年に今後 10 年間に重点的に実施すべき労働衛生分野
における優先課題と研究展開のための方策が「21 世紀の労働衛生研究戦略」32)として、





生重点研究推進協議会が、2010 年に今後 10 年間における労働安全衛生分野の研究戦略
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 e. 行政における心の健康問題に関する施策の動向 
  近年、仕事や職業生活等に関して強い不安やストレスを感じる労働者の割合が 6 割を
超えている。さらに、業務による心理的負荷を原因として精神障害を発病し、あるいは
当該精神障害により自殺に至ったとして労災請求が行われる件数（うち認定件数）は、
昭和 58 年から平成 8 年度の 14 年間では 93（9）件と年間 100 件に満たなかった 34)が、
平成 11 年度には 155（14）件と年間 100 件を超え、その後も請求件数、認定件数とも
に増加傾向にあり 35, 36)、平成 21 年度には 1,181（308）件と年間 1,000 件を超えた 37)。
そして、平成 24 年度は 1,257（475）件と請求件数は前年度比 15 件の減となったが、
認定件数は 475 件と過去最多となった 37)。このような流れを受けて、行政は以下のよう
に、施策の法制化や指針を打ち出すなどして対策を講じてきている。 
 







    
e-2. 「心理的負荷による精神障害の労災認定基準」39) 
      「心理的負荷による精神的障害等に係る業務上外の判断指針」が示された後、精 














































＜第 3 ステップ＞ 職場復帰の可否の判断及び職場復帰支援プランの作成 
労働者の職場復帰に対する意思の確認、産業医等による主治医からの意見収集、
労働者の状態等の評価（治療状況、病状の回復状況、業務遂行能力について）、





＜第 4 ステップ＞最終的な職場復帰の決定 
職場復帰の可否についての判断及び職場復帰支援プランの作成を経て、事業者
による最終的な職場復帰の決定を行う。 













  e-6. 「改正労働安全衛生法」43) 




ア） 週 40 時間を超える労働が 1 月当たり 100 時間を超え、かつ、疲労の蓄積が
認められる者 
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  e-8. 「当面のメンタルヘルス対策の具体的推進について」（厚生労働省）45) 
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 ・事業場内体制の整備 







    職場復帰支援プログラムの策定 
  
   e-9. 「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」の周知におけ
る留意事項について 46) 
































問題に取り組む必要があるとともに、国民 1 人 1 人が自分の健康を自分で守るという認
識を持ち、健康づくりを実践していく必要がある。 





























































































































トレス対処力を反映する指標であると言われている 63, 64, 67)。 
健康生成論では特に資源が重要とされ、汎抵抗資源（General Resistance resources; 
以下、GRRs）と名付けられている。SOC は時と場合に応じて柔軟かつ適切に GRRs を
選択し、動員する力である。GRRs は、一貫性の経験、結果の形成への参加の経験、過
小負荷と過大負荷のバランスの経験という 3 つの良質な人生経験を提供し、それによっ
て強い SOC を形成、あるいは SOC を強化するものである。反対に、弱い SOC に通じ









この GRRs により、享受する人生経験の質が異なり、高い質の GRRs を有することに
より、より良好な人生経験を享受することができ、強い SOC が形成されるといわれて
いる。GRRs は、身体的、生化学的、物質的、認知・感情的、評価・態度的、関係的、
社会文化的 GRRs に分類される。身体的、生化学的 GRRs とは、遺伝的、神経免疫学的
な資源、物質的 GRRs とは、経済力、体力、住居、衣類、食事等、権力、地位、サービ
スの利用可能性を含む資源である。認知・感情的 GRRs とは、知識や知性、知力及びア
イデンティティの 2 つであり、評価・態度的 GRRs とは、主にコーピングにおける行動
計画的ストラテジーである合理性、柔軟性、先見性の 3 つの態度が挙げられている。関
係的GRRsとは、ソーシャルネットワークやソーシャルサポート等の社会的関係を指し、
社会文化的 GRRs とは、宗教やイデオロギーや哲学を指している。 
労働者の SOC の形成においては、心理社会的職場環境が特に重要とされており、そ
の代表的な内容は下記の通りである 68)。これらは、GRRs に相当すると考えられ、この



















   
b-1. SOC と身体的健康度の関連 
Surtees ら 69)は、イギリス在住の 41 歳～80 歳までの男女 20,690 名を 7 年間追跡
したところ、性、年齢、心筋梗塞の既往、糖尿病の既往、高血圧症治療歴、脳梗塞の
家族歴、喫煙習慣、収縮期血圧、肥満、社会階級、学歴を調整しても、SOC 高群は低
群に比べて脳梗塞の発生が 0.76 倍に留まっていたと報告している。また、Agardh ら
70)は、4,821 名のスウェーデン人女性に対して糖負荷試験を行い、職業性ストレス、
SOC と 2 型糖尿病の関連について調査を行った。その結果、SOC の低さや仕事にお
けるストレスは糖尿病発症の危険因子であると述べている。Suominen ら 71)はフィン
ランドで全国サンプル調査（サンプルは成人 2,196 名）を行い、50 歳未満において
SOC は障害年金の受給と負の相関があり、さらに、初期に同レベルの健康状態であっ
ても SOC がその後の慢性疾患発生に影響することから、SOC があらゆるストレッサ
ーに対処できる総合的な能力である可能性を示唆しているとし、低い SOC が健康状
態の悪化を予測すると結論づけている。また、Surtees ら 72)が、英国の 41 歳から 80
歳までの男女 20,579 名を 7 年間の追跡調査したところ、SOC の高い人は低い人に比
べ総死亡率が 0.65 倍、循環器疾患の死亡率が 0.67 倍、悪性腫瘍での死亡率が 0.81 倍
であったと報告しており、SOC が高い人には疾患罹患に対する耐性がある可能性を指
摘している。 
他にも、Suominen ら 73)が、フィンランドの国民 1,976 名を 4 年間追跡調査し、男
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性では SOC 高群に比較し中群で 1.52 倍、低群で 1.90 倍主観的健康度（健康度の自
己評価）が悪化していたと報告している。また、女性では SOC 高群に比較し中群で
1.53 倍、低群で 2.23 倍主観的健康度が悪化していたと報告している。 
 
b-2. SOC と精神的健康度の関連 
Lehtinen ら 74)は、フィンランドの都市と郊外の 2,999 人を対象とした 1 年間の追
跡調査で、初発、再発のうつ病の発症率を調査した。その結果、うつ病の予測因子と
して、慢性疾患を患っている、人間関係が希薄だといった要因のほかに SOC の低さ
を挙げている。Skärsäter ら 75)は、初発のうつ病の患者 24 人を 1 年間追跡したとこ
ろ、うつ病が改善した患者では SOC 得点の上昇も認めたと報告している。Tselebis
ら 76)が、ギリシャの看護師 79 名を対象に行った調査では、SOC が低い人ほど抑うつ
傾向がみられたと述べている。Sairenchi ら 77)は、20 歳～70 歳の日本人労働者 1,854
名を 2005 年～2007 年の 3 年間追跡調査を行い、年齢、性別で調整したところ、SOC
が高い者は低い者に比べ、追跡期間中に抑うつで病気休暇を取得するリスクが 0.18
であり、SOC は将来抑うつで休業するハイリスク者を発見するのに有用であると述べ
ている。Kouvonen ら 78)は、18 歳～65 歳のフィンランド人労働者 8,029 名を 19 年間
追跡し、精神障害や自殺企図、自殺による入院と SOC の関連を調査した。調査開始
時の SOC得点で 4群に分けて解析を行い、最も SOCが高い群は最も低い群と比して、
アルコール精神病および薬物精神病による入院のリスクが 0.43、重症感情障害による
入院のリスクは 0.86、その他の精神疾患による入院のリスクは 0.52 であり、これら
と自殺企図及び自殺も含めた入院のリスクは 0.48 であったと報告している。さらに、
Kalimo79)らが労働者を対象に 1986年から 1996年の 10年間の追跡調査を行ったとこ
ろ、SOC の高い人は低い人に比べ 10 年後の精神健康が良好で、SOC がどんなストレ
ッサーよりも強く 10 年後の状態に影響したとしている。 
 
b-3. SOC と身体的健康度、精神的健康度の関連 
上記の他にも、Nasermoaddeli ら 80)は、公務員 1,300 人を 1 年間追跡調査し、SOC
（13 項目 7 件法）と心身の症状、病気休業の関連を検討した。その結果、追跡期間中
に SOC の平均が 1 点上がると消化器症状は男女ともに 5.2％減少し、坐骨神経痛・背
部痛は男性では 4.0%、女性では 3.5%減少し、さらに、男性においては 3 日間以上の
病気休業が 2.2%減少したと報告している。Albertsen ら 81)は 2053 名のデンマーク人
労働者を対象とした調査を行い、SOC が抑うつや不安、頭痛・腹痛などのストレス関
連症状だけでなく、欠勤なども予測すること、さらに、SOC の高い人は低い人に比べ
仕事でのストレスを感じづらいという SOC の緩衝作用を報告している。 
以上より、SOC と身体的健康度、精神的健康度の関連については、これまでに数多
く研究が行われており、SOC がストレス対処力を反映し、SOC は身体的健康度及び











Togari83)は、日本に在住する 20 歳代から 40 歳代の男性 1,006 名を対象に交差遅延
モデル（縦断データを用いて、要因が相互に影響を及ぼしあう可能性をモデルに取り
込んだうえで、因果関係を分析する統計的手法）を用いた 4 年間 3 時点の縦断調査を
行い、裁量度が SOC に正の影響を及ぼしていたと報告している。しかし、この研究








境と SOC の関連については SOC 得点の高低で 2 群に分けており、誤差による誤分類
が生じるという問題点がある。さらに横断調査であり、SOC と心理社会的職場環境の
関連の時間性を明らかにすることはできないという研究の限界が存在している。他に
も、Feldt ら 85)は、フィンランド人の管理職 615 名を対象に交差遅延モデルを用いた
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b-5. 成人期の SOC の変化 
   SOC の提唱者である Antonovsky は、SOC は 30 歳くらいまでに安定し、それ以降
はそれまでのような大きな変動は起きにくいとし、30 歳以降の変化については以下の
2 つの仮説を提示している 68)。第 1 の仮説は、高い SOC を備えた際には、より多く








  これまでに成人期の SOC の変化に着目した研究がいくつかなされている。Volanen
ら 86)は、フィンランド在住の 17,271 名を対象に 2 時点 5 年間の縦断調査を行い、SOC
（13 項目版）の平均点が男性で 1.4 点、女性で 1.8 点上昇したが、ベースラインの
SOC の高さにはライフイベントによる SOC の低下を緩衝する作用は認められなかっ
たと報告している。しかし、この研究には、20～24 歳、30～34 歳、40～44 歳、50
～54 歳と各年代の一部のみを対象としている点、郵送による調査で回収率が 40%と
高くなく、調査に興味のない者から回答が得られにくかったという標本抽出バイアス
が存在している点、5 年間に発生したライフイベントは 2003 年時評価しており想起
バイアスが存在している。また、2 時点 5 年間での SOC 変化しか捉えることができな
いという問題点が存在している。高山ら 87)は、20 歳～68 歳以下の男女 200 名を対象





イアスが存在している点、2 時点 1 年間という短期間の SOC 変化しか捉えることがで
きず、その変化には平均への回帰が含まれるという問題点が存在している。加えて性
別、年齢、職種で調整を行っていない。Feldt らは、20～24 歳、30～34 歳、40～44
歳、50～54 歳の 4 群の年齢からなるフィンランド人 18,525 名を対象とした 2 時点 5
年間の縦断調査を実施し、SOC は 20 歳代が最も安定性が低く 88, 89)。ベースラインの
SOCが高い方が SOCの安定性が高いという報告 89)をしている。しかしこの調査では、
各年代の一部の年齢層しか対象にしておらず、性別、職種や職位での調整はなされて
いない。また、ベースラインの SOC の高低と 5 年間での SOC 変化（上昇、低下）を
組み合わせて年代別に解析しており、ベースラインの SOC の高低によるものだけで
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なく、5 年間での SOC 変化による影響も受けるため、その解釈には注意が必要だと考
えられる。また、SOC は高低の 2 群に分類しており、2 時点での比較のため SOC の
変化が平均への回帰であった可能性や追跡期間が短かった可能性がある。一方、フィ
ンランド人の技術者 352 名を対象とした 2 時点 5 年間の縦断調査より、25～29 歳と
比較して 35～40 歳の SOC が安定するわけではなかった（安定性係数はともに 0.67）
という報告 90)もある。この研究では、91%が男性で占められており、さらに大規模な


















としてストレス対処力を反映する SOC が注目されてきている。成人期の SOC の形成にお
いては、心理社会的職場環境が重要であるとされ、国内外においていくつか研究がなされ
ているが、SOC と心理社会的職場環境の関連については未だ結論には至っていない。また、
成人期以降 SOC は安定するとされているが、成人期の SOC の変化は明らかとなっておら
ず、さらに、日本国内において成人期の SOC の変化に関する研究は非常に少ない。SOC
には社会的背景が影響を与えるため、本邦における成人期の SOC の経時的変化、SOC と
心理社会的職場環境の関連を明らかにし、メンタルヘルス対策に活かすには、日本国内に
おいて調査を行う必要がある。SOC を改善させることで労働者の精神的健康の維持・増進






















は SOC の変化が平均への回帰であった可能性がある。また、SOC と関連する要因（性別、
年齢、職位という属性）や SOC で分類する際には誤差を考慮して検討する必要がある。
そのため、本研究では日本国内のグループ企業において、2005 年から 2012 年の 8 年間毎
年 1 回調査を実施した。本邦における SOC の調査は非常に少なく、この調査は 8 年間と
いう長期間にわたり、8 時点という国内外においても最多の時点数で追跡を行い、先行研
究では捉えることのできなかった SOC の詳細な変化を検討した貴重な調査である。基本






   ―共分散構造分析による因果モデルの検証― 
SOC と心理社会的職場環境の関連に関する先行研究においては、信頼性、妥当性が確認
されていない質問票を利用していたという問題点や SOC と関連する要因（性別、年齢、































































 成人期の労働者における SOC が変化するのか明らかにすること、SOC と心理社会的職











もストレス対処力を反映する首尾一貫感覚（Sense of Coherence; 以下、SOC）68)が注目
されてきている。 




行研究の追跡期間は数年と短期間 88, 89)で、調査の時点数も 2 時点と少なく 88, 89)、年齢、
性別、職種で調整を行っていなかったり 87)、一部の年齢のみを対象 86, 88, 89)としていたり
と調査の対象年齢が異なることに加えて、平均への回帰を考慮した解析がなされていない
87, 88, 89)という先行研究自体の問題が挙げられる。他にも、数年間隔で実施された縦断調査




これまでにいくつかの研究がなされ、仕事の要求度 93, 94)、裁量度 81, 83, 93, 94)と、達成感 95)
と関連があることが報告されている。しかし、裁量度と SOC には関連が無かったという
報告 85)や、裁量度及び職務保障は、4 年間の SOC の変化と関連が無かったという報告 96)
もある。このように、SOC と心理社会的な職場環境の関連については未だ結論には至って
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いない。この原因として、第Ⅰ章で述べた通り、対象者の属性や質問票が異なること、横
断調査 84, 93～95)と縦断調査 83, 85, 96)という調査方法の差異があることに加え、縦断調査にお











成人期の SOC に変化する可能性がなければ、精神的健康度を保持増進するために SOC
の向上を図る意義は乏しい。そのため、成人期の SOC が変化するのか明らかにすること
を本研究の目的 1 とした。また、労働者が長時間過ごす職場の環境、心理社会的職場環境
が SOC に影響を与えるのであれば、心理社会的職場環境を改善させることで SOC が向上
し、ひいては精神的健康度の保持増進につながる可能性がある。そのため、SOC と心理社
会的職場環境の関連を検討することを本研究の目的 2 とした。 








員を対象として、2005 年から 2012 年の 8 年間、毎年 1 回、計 8 回調査を行った。対象
者に記名自記式質問票を配布回収し、第三者機関においてナンバリングを行い、各調査
において統一した ID を用いて追跡調査を行った。なお、2012 年の 1 事業場の調査にお


















的職場環境）を評価する目的で職業性ストレス簡易尺度（Brief Scales for Job Stress; 以




BSJS は 20 項目の質問で構成され、各質問への回答は 1 点から 4 点に得点化され
る。BSJS は、「量的負荷」「質的負荷」「対人関係の困難」「裁量度」「達成感」「同僚・






c-2. SOC103, 104) 
SOC は個人のストレス対処力を反映する指標とされている。本研究では、戸ケ
里ら 105)によってすでにその信頼性、妥当性が確認されている日本語版 13項目 5件
法を用いた。SOC は 13 項目の質問からなり、各質問は 5 段階の回答で構成され、
その合計得点を評価する尺度である。SOC得点の幅は13点～65点で、得点が高い
程 SOC が高い、つまりストレス対処力が高いことを表す。 
 
d. 解析 
2005 年、2012 年調査の両時点で 20 歳から 59 歳であった者のうち、解析項目に欠損
値の無い者を解析対象とした。 
年齢については、2005 年調査時の年齢で次のように分類した。20 歳～29 歳を 20 歳
代、30 歳～39 歳を 30 歳代、40 歳～49 歳を 40 歳代、50 歳～59 歳を 50 歳代とした。
職位については、2005 年から 2012 年の 8 年間管理職であった管理職群、同じく 8 年間
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非管理職であった非管理職群、途中で昇格した昇格群、途中で降格した降格群と複数回
変化した複数回変化群の 5 群に分けた。 
SOC の経時的変化（目的 1）について検討するため、2005 年から 2012 年の SOC 得
点を被験者内変数として、全体、そして属性別に反復測定分散分析を行った。さらに、
二元配置反復測定分散分析を用いて、性別、年代、職位の交互作用の有無を検討した。
次に、ベースライン調査（2005 年調査）の SOC 得点による SOC の経時的変化の差異
を検討するため、2005 年時の SOC 得点の 5 分位数で 5 群に分け、上から最高群、高群、
低群、最低群とし、上記と同様に反復測定分散分析を行った。さらに、二元配置反復測
定分散分析を用いて、性別、年代、職位の交互作用の有無を検討した。 
次に、SOC と心理社会的職場環境の関連（目的 2）を検討するため、2005 年の SOC
得点と 2012 年の SOC 得点の差で 2 群に分け、対応のない t 検定を用いて BSJS を比較
した。なお、2 群分けは 0 をカットオフ値として 2 群に分け、 
（2012 年の SOC 得点）－（2005 年の SOC 得点）≧1 を SOC 上昇群、 
（2012 年の SOC 得点）＋（2005 年の SOC 得点）≦-1 を SOC 低下群とした。 
さらに、8 年間の心理社会的職場環境が SOC に与える影響を検討するため、BSJS を独
立変数、2012 年の SOC を従属変数とする重回帰分析（強制投入方法）を行った。その
際、8 年間の心理社会的職場環境をモデルに反映するため、1 時点ではなくレベル変数
60, 106) [｛（2005 年の値）＋（2006 年の値）＋（2007 年の値）＋（2008 年の値）＋（2009
年の値）＋（2010 年の値）＋（2011 年の値）＋（2012 年の値）｝÷8]を独立変数に用
いた。 





  各調査の対象者数と回答者数、回答率を TableⅡ-1 に示す。 
 
b. 解析対象 
2005 年から 2012 年の計 8 回の調査全てに回答が得られた職員 324 名のうち、解析項目
に欠損値のない 214 名を対象として解析を行った。初回の調査である 2005 年調査におい
て、解析対象者 214名と対象外者 411名の 2005年調査における平均年齢は、それぞれ 36.9
±6.8 歳、40.2±10.4 歳で対応のない t 検定で有意差（p＜0.001）を認めた。SOC はそれ
ぞれ 40.2±6.2 点、41.8±7.3 点で対応のない t 検定で有意差（p=0.007）を認めた。また、
解析対象者 214 名と計 8 回の調査全てに回答したものの欠損値があった 110 名について、
2005 年時の平均年齢、SOC を対応のない t 検定で比較したところ、いずれも有意差を認
めなかった（それぞれ p=0.303、p=0.816）。 
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対象者の 2005 年時の平均年齢は 36.9±6.8 歳であり、男性が 163 名（76.1%）、女性が
51 名（23.8%）であった。対象者の基本属性を Table Ⅱ-2 に示す。 
 
c. SOC の経時的変化 
SOC が正規分布に従う、全体、男女別、年代別（20 歳代から 40 歳代）、管理職群、
非管理職群、複数回変化群の反復測定分散分析の結果は TableⅡ-3 に、SOC が正規分布
に従わない 50 歳代、昇格群、降格群の反復測定分散分析（Friedman 検定）の結果は
TableⅡ-4 に示す。 




 c-1. 性別（TableⅡ-3） 
男性、女性ともに反復測定分散分析の結果は有意ではなく、男性、女性ともに 8 年
間の SOC に有意な変化は見られないという結果であった。 
 
 c-2. 年代（TableⅡ-3, 4） 
20歳代から 50歳代のいずれの年代の反復測定分散分析（50歳代はFriedman検定）
の結果も有意ではなく、いずれの年代も 8 年間の SOC に有意な変化は見られないと
いう結果であった。 
 
 c-3. 職位（TableⅡ-3, 4） 
   管理職群、昇格群、降格群の反復測定分散分析の結果は有意ではなく、管理職群、




d. ベースライン調査時の SOC 得点別 SOC の経時的変化 
各群の SOC 得点は下記の通りとなった。 
・SOC 最高群 48 点≦SOC 得点 
  ・SOC 高群  44 点≦SOC 得点≦47 点 
  ・SOC 中群  39 点≦SOC 得点≦43 点 
  ・SOC 低群  35 点≦SOC 得点≦38 点 
  ・SOC 最低群     SOC 得点≦34 点 
上記 5 群の 2005 年時の平均年齢を一元配置分散分析で検定したところ、いずれの 2
群間においても有意差を認めなかった。 
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群別に 2005 年から 2012 年の SOC 得点を被験者内変数として反復測定分散分析を行




e. SOC と心理社会的職場環境の関連 
e-1. SOC 上昇群と低下群の BSJS の比較 
 SOC 上昇群は 99 名、SOC 低下群は 98 名であった。各調査の BSJS について SOC
上昇群、低下群で対応のない t 検定を行った結果を TableⅡ-6、7 に示す。項目別にみ
ると、量的負荷は 2006 年、2010 年から 2012 年において上昇群が有意に低かった。
質的負荷は、2005 年から 2007 年、2009 年から 2012 年において上昇群が有意に低か
った。対人関係の困難は、2010 年から 2012 年において、上昇群が有意に低かった。
裁量度および達成感は、2011 年、2012 年において上昇群が有意に高かった。また、
同僚・上司の支援は、2009 年から 2012 年において上昇群が有意に高かった。 
 
 e-2. SOC と心理社会的職場環境の関連‐重回帰分析結果より‐ 
  重回帰分析（強制投入法）の結果、（TableⅡ-8）、重決定係数 R2は 0.31 であった。
標準化偏回帰係数βが有意であった項目とその値は、質的負荷-0.23、対人関係の困難
-0.39、達成感が 0.25 で、対人関係の困難のβの絶対値が最も大きかった。 
 
E. 考察 
a. SOC の経時的変化について 
  いずれの項目においても SOC との間に交互作用を認めなかったことから、属性別、
ベースラインの SOC 得点別の解析における SOC の変化は、その属性に起因すると考え
られる。 
属性別の SOC の反復測定分散分析より、本研究の解析対象者全体、男性、女性、各
年代、管理職群、昇格群、降格群においては、8 年間の SOC に有意な変化は見られなか








また、ベースライン調査時の SOC 得点別の反復測定分散分析より、SOC 低値群では
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SOC が 8 年間で有意に変化し点数は上昇するものの、SOC 高値群では 8 年間で SOC
が変化しないことが示された。これは、「SOC が高い場合にはその程度を保てる」とい
う Antonovsky の仮説 68)や先行研究 89, 107)を支持する結果であった。しかし、SOC 低値
群では SOC が上昇し、「SOC が低い場合には悪循環に陥る」という Antonovsky の仮説
68)と反対の結果が得られた。これは、社会に出ることで、職場での人間関係というソー
シャルサポートや職務保障が得られ、また、社会や職場のルールに直面することにより、
一貫性の経験 91)という良質な人生経験が得られたからではないかと考えられた 89)。 
本研究における SOC の変化量は数点であった。SOC は、「その人の生活世界全般へ
の志向性」と定義される 68)こと、横断研究 105)ではあるが、各年代の SOC を比較すると
10 年間で SOC は 1 点前後しか変化していないことからも、SOC は容易には変化しない
ものと考えられる。一方で、SOC が 1 点上昇すると消化器症状は男女ともに 5.2%減少
し、坐骨神経痛・背部痛は男性では 4.0%、女性では 3.5%減少し、さらに、男性におい
ては 3 日間以上の病気休業が 2.2%減少したという報告 80)や、SOC が高いと将来抑うつ
で休業するリスクは 5 分の 1 以下となるなど将来の精神的健康度に大きく寄与するとい
う報告 77)があることより、本研究における SOC の変化も臨床的な意義を有するものと
考えられた。 
 
b. SOC と心理社会的職場環境の関連について 






群では SOC の形成に重要なソーシャルサポート 68)が得られていたが、低下群では得る
ことが難しく、前者では SOC 上昇、後者では SOC 低下につながったと考えられた。こ
れは先行研究 108)を支持する結果であった。裁量度については、SOC 上昇群では結果形
成の参加という良質な人生経験が得られたが、低下群では得ることが難しく、前者では
SOC が上昇し、後者では SOC が低下したと考えられた。最後に、達成感については、
仕事上の喜びと誇りという SOC の形成に大きくかかわる職業経験 68)であり、SOC 上昇
群では達成感が得られていたが、低下群では得ることが難しかったため、前者では SOC
が上昇、後者では SOC が低下したと考えられた。これは先行研究 109)を支持する結果で
あった。 
  重回帰分析の結果より、質的負荷、対人関係の困難の 8 年間（2005 年から 2012 年）
の平均値が 2012 年の SOC に負の影響、達成感の 8 年間の平均値は 2012 年の SOC に
正の影響を及ぼすことが明らかとなった。これらは Antonovsky の説 91)を支持するもの
- 32 - 
 











ス対処力を反映するとされる SOC について 8 年間の縦断調査を実施した。 
 今回の調査結果をまとめると以下の通りとなる。 
・男性、女性、20 歳代から 50 歳代、管理職の SOC は、8 年間で変化しなかった。 
・非管理職の SOC は 8 年間で有意に変化し、点数は上昇した。 
・SOC 最低群は、8 年間で SOC が有意に変化し、点数は上昇した。 
・SOC 上昇群では、量的負荷、質的負荷、対人関係の困難が低く、裁量度、達成感、同僚・
上司の支援が高く、これらが SOC に影響を与える可能性が示唆された。 
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年間の自殺者数は 14 年連続で 3 万人を超え、その約 1/3 が労働者で占められるという状
態が続いている 20)。さらに、民間労働者を対象に行った調査 110)では、仕事において過度
な精神的ストレスを抱えていると回答した労働者は 64%にも上っている。また、全国の上
場企業 2,140 社を対象とした調査 13)では、37.6%の企業が、最近 3 年間の「心の病」が増
加傾向にあると回答している。 










首尾一貫感覚（Sense of Coherence；以下、SOC）68)が注目されてきている。 
 SOC は良質な人生経験を通じて形成され、成人期における SOC の形成については、心
理社会的職場環境が重要であるとされている 68)。SOC と心理社会的な職場環境の関連に
ついては、これまでに数は少ないもののいくつかの研究がなされ、仕事の要求度 83, 93, 94)、
精神的な仕事の要求度 81, 95), 裁量度 81, 83, 93, 94)と、達成感 95)と関連があることが報告され
ている。しかし、裁量度及び職務保障は、4 年間の SOC の変化に関連が無かったという報
告 96)や、裁量度と SOC には関連が無かったという報告 85)もあり、SOC と心理社会的職場
環境の関連については未だ結論には至っていない。その原因として、この原因として、第
Ⅰ、Ⅱ章で述べた通り、対象者の属性や質問票が異なること、職種や職位で調整を行って
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いないこと 83～85, 93～96)、横断調査 84, 93～95)と縦断調査 83, 85, 96)という調査方法の差異がある


















対象として、2011 年 11 月に WEB 調査を実施した。各機関の担当者を通じて、本調査
の主旨や調査方法の説明を記載した書面を上記対象者に配布した。なお、データに欠損
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  c-1. BSJS 
BSJS は 20 項目の質問で構成され、各質問への回答は 1 点から 4 点に得点化され
る。BSJS は、「量的負荷」「質的負荷」「対人関係の困難「裁量度」」「達成感」「同僚・






  c-2. SOC 
SOC を用いた研究は、これまでに数多くなされ、その信頼性、妥当性はすでに確
認されている 68, 103, 104)。本研究では、山崎ら 60, 87, 105, 111）によってすでにその信頼性、
妥当性が確認されている日本語版 13 項目 7 件法を用いた。 
SOC は 13 項目の質問からなり、各質問は 7 段階の回答で構成され、その合計得点
を評価する尺度である。SOC 得点の幅は 13 点～91 点で、得点が高い程 SOC が高い
ことを表す。SOC は 3 つの下位尺度である、把握可能感、有意味感、処理可能感に








を 20 歳代、30～39 歳を 30 歳代、40～49 歳を 40 歳代、50～59 歳を 50 歳代として各
年代に分類した。 












る。そのため、本研究では SEM を用いて解析を行った。 
そして、BSJS の下位尺度である量的負荷（パス図では Work_load と表記）、質的負
荷（同 Mental_work_load）、対人関係の困難（同 Problem_in_relationships）、裁量
度（同Job_control）、達成感（同Reward_from_work）、同僚・上司の支援（同Support）
が SOC に影響を与えるというパスを引いたモデルを構築した。なお、SOC は、下位尺















最小 2 乗法（Generalized Least Squares；以下、GLS）を用いた。モデル適合度には、
適合度指標（Goodness of fit index；以下、GFI）、修正適合度指標（Adjusted Goodness 
of fit index；以下、AGFI）、平均 2 乗誤差平方根（Root Mean Square Error of 
Approximation；以下、RMSEA）を用いた。GFI、AGFI は 0.9 以上 112, 113)、RMSEA
は 0.08 未満を判定基準に採用した 114)。全ての解析には、IBM SPSS ver. 19 と IBM 
SPSS Amos ver. 19 を用い、有意水準はいずれも p＜0.05 とした。 
 
D. 結果 
調査の対象者数は 21,922 名で回答者数は 9,528 名で回答率は 43.4%であった。そのう
ち、解析対象者数は 9,088 名で平均年齢は 41.1±9.3 歳であった。 
男性は 5,687 名、女性は 3,401 名と男性が多く、年代では 30 歳代が 3,112 名、職種で
は教育・研究職が 3,692 名と最多であった（TableⅢ-1）。 
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次に、属性別の SOC を対応のない t 検定、一元配置分散分析を用いて検討した（Table
































 b-2. 年代別 
20 歳代、30 歳代、40 歳代、50 歳代の 4 群に分け多母集団同時分析を行った。そ
の結果、GFI=0.930、AGFI=0.916、RMSEA=0.028 と適合度は良好であった。つま






















a. 属性別の SOC 
先行研究と同様に年代が高い程、SOC が高いという結果が得られた 82)が、これは、













また、管理職と非管理職では有意に管理職の SOC が高く、これは先行研究 115, 116)を

















同時分析の結果、いずれの集団においても BSJS から SOC にパスを引いたモデルが成
り立つことが示された。また、SOC の形成には心理社会的職場環境が重要であるとい
うAntonovskyの説を支持するものであった。加えて、SOCからBSJSにパスを引いた
モデルでは適合度が低下した。以上より、BSJS が SOC にパスを引いたモデル、つま
り心理社会的職場環境が SOC に影響を与えるとするモデルが適切と考えられた。標準
化推定値より、BSJS の中では質的負荷が最も強く SOC に影響を与えていた。 












SOC 向上のために必要であることが示唆された。一方で、仕事の要求度と SOC には関
連がなかったという報告 84)もあり、今後さらなる検証が必要である。 
質的負荷はSOCに負の影響を与えていた。質的負荷とSOCとの関連を検討した先行
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Feldt ら 85)は、27 歳から 64 歳の管理職を対象に交差遅延モデルを用いた 3 年間 2 時点
の縦断調査を行い、SOC が 3 年後の職場風土を予想するという逆方向の因果関係を報
告している。本研究の対象は、20 歳代から 50 歳代までの労働者全体と先行研究より幅
広く、性別、職種別、年代別、管理職別を問わず心理社会的職場環境が SOC に影響を











































































代が高いほど SOC は高くなっており、年齢を重ね、様々な経験を経ることで 10 年を超え
る長期間で考えると SOC が向上する可能性はあるが、8 年間の追跡期間では大きな変動は















考えられた 89)。一方、SOC 最低群以外は SOC が有意に変化しなかったが、これは、SOC
が高ければ、その後の SOC は安定するという Antonovsky の仮説や先行研究 89, 107)を支持
する結果であった。 
以上より、労働者の置かれた環境によっては、SOC が経時的に変化する可能性が示唆さ
れた。なお、本研究における SOC の変化量は数点であったが、SOC は、「その人の生活
世界全般への志向性」と定義される 68)こと、横断研究 105)ではあるが、各年代の SOC を比
較すると 10 年間で SOC は 1 点前後しか変化していないことからも、SOC は容易には変
化しないものと考えられる。一方で、SOC が 1 点上昇すると消化器症状は男女ともに 5.2%
減少し、坐骨神経痛・背部痛は男性では 4.0%、女性では 3.5%減少し、さらに、男性にお
いては 3 日間以上の病気休業が 2.2%減少したという報告 80)や、SOC が高いと将来抑うつ
で休業するリスクは 5 分の 1 以下となるなど将来の精神的健康度に大きく寄与するという
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化推定値が有意であったこと、Antonovsky の説 68)及び先行研究 83)を支持する結果であっ
たことに加えて、SOC から BSJS にパスを引いたモデルでは適合度が低下したことより、
SOC と心理社会的な職場環境との関連について、前者のモデルを採択した。パスの標準化
係数は、質的負荷、対人関係の困難から SOC が、それぞれ-0.37、-0.27、量的負荷、裁量
度、達成感、同僚・上司の支援から SOC が、それぞれ 0.13、0.10、0.16、0.03 で全て有
意であった。さらに、性別、年代別、職種別、職位別の多母集団同時分析より、それぞれ
の集団でも適合度が良好で同モデルが成立することが示された。 
先行研究においては、量的負荷と SOC との間には負の関連 81, 83, 93, 95)が報告されている
が、本研究では量的負荷は SOC に正の影響を与えていた。これは、量的負荷が高まるこ
とで、良質な人生経験 68)を得る機会が多くなった可能性が推測された。また、Söderfeldt95)





た負荷であれば SOC の形成に重要 68)であるが、本研究の対象者の多くが先進的な研究に
従事している教育・研究職で占められていることから、対象者の質的負荷が過大となって
いたことにより SOC に負の影響を与えていた可能性が考えられた。また、BSJS の質的負
荷の増大は過大負荷であることにつながり、SOC に負の影響を与えていた可能性も考えら
れた。 
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対人関係の困難は SOC に負の影響、同僚・上司の支援は SOC に正の影響を及ぼしてい
た。ともに SOC の形成に重要なソーシャルネットワークやソーシャルサポート 68)を評価
しており、先行研究 86, 108, 110)を支持するものであった。 












































タルヘルス不全により長期休業している者は 1 事業場当たり平均 0.37 人、過去 3
年間にメンタルヘルス不全で休職し退職した職員は、1 事業場当たり平均 1.39 人
であったと報告 12)されている。この職員では精神的健康度が不良であることから
SOC が低く、BSJS の量的負荷、質的負荷、対人関係の困難が高く、裁量度、達




























6） 本縦断研究は 8 年間の観察研究であり、SOC の変化や SOC と心理社会的職場
環境の関連を検討するには十分でなかった可能性がある。そのため、今後、より長
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ことができなかった。縦断調査を行って解析した場合、因果の方向が BSJS から
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上昇群 低下群 p value
量的負荷 2.3±0.83 2.4±0.70 0.360
質的負荷 2.1±0.76 2.3±0.61 0.046
対人関係の困難 1.9±0.62 1.9±0.60 0.914
裁量度 2.5±0.68 2.5±0.62 0.456
達成感 2.6±0.79 2.6±0.73 0.902
同僚・上司の支援 2.7±0.53 2.6±0.59 0.374
量的負荷 2.4±0.80 2.7±0.72 0.004
質的負荷 2.2±0.78 2.4±0.68 0.037
対人関係の困難 1.9±0.69 2.0±0.80 0.243
裁量度 2.5±0.63 2.5±0.76 0.574
達成感 2.6±0.77 2.5±0.81 0.322
同僚・上司の支援 2.6±0.59 2.5±0.68 0.180
量的負荷 2.4±0.84 2.5±0.77 0.296
質的負荷 2.1±0.74 2.3±0.65 0.035
対人関係の困難 1.9±0.67 2.1±0.74 0.053
裁量度 2.5±0.69 2.4±0.69 0.442
達成感 2.5±0.80 2.4±0.81 0.871
同僚・上司の支援 2.6±0.62 2.5±0.65 0.446
量的負荷 2.4±0.80 2.5±0.83 0.605
質的負荷 2.2±0.76 2.3±0.66 0.323
対人関係の困難 2.0±0.67 2.1±0.73 0.086
裁量度 2.4±0.67 2.5±0.63 0.189
達成感 2.5±0.71 2.4±0.75 0.226
























上昇群 低下群 p value
量的負荷 2.5±0.76 2.6±0.77 0.132
質的負荷 2.1±0.67 2.3±0.67 0.010
対人関係の困難 2.0±0.73 2.1±0.74 0.108
裁量度 2.5±0.68 2.4±0.67 0.520
達成感 2.7±0.75 2.5±0.71 0.058
同僚・上司の支援 2.7±0.56 2.5±0.61 0.019
量的負荷 2.3±0.75 2.6±0.65 0.003
質的負荷 2.1±0.67 2.4±0.65    ＜0.001
対人関係の困難 1.9±0.65 2.2±0.79 0.003
裁量度 2.5±0.63 2.4±0.63 0.258
達成感 2.8±0.74 2.6±0.80 0.121
同僚・上司の支援 2.7±0.57 2.6±0.63 0.043
量的負荷 2.3±0.67 2.7±0.78 0.001
質的負荷 2.0±0.67 2.4±0.77    ＜0.001
対人関係の困難 1.7±0.54 2.2±0.79    ＜0.001
裁量度 2.6±0.62 2.4±0.64 0.013
達成感 2.7±0.74 2.4±0.71 0.001
同僚・上司の支援 2.8±0.57 2.4±0.59    ＜0.001
量的負荷 2.4±0.78 2.7±0.79 0.002
質的負荷 2.0±0.66 2.5±0.71    ＜0.001
対人関係の困難 1.8±0.54 2.3±0.69    ＜0.001
裁量度 2.6±0.57 2.4±0.58 0.038
達成感 2.7±0.67 2.3±0.70    ＜0.001
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1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
1  2  3  4 
BSJS（Brief Scales for Job Stress） 
 
仕事についての各々の記述について、現在の状況に最もあてはまると感じる番号に○をつけ
て下さい。        
        
        
        
        
1）あまりに仕事が多すぎる              
2）仕事量が多くて、仕事がこなしきれない      
3）猛烈に働くことが必要だ        
4）期限に追われて仕事をすることがよくある         
5）仕事に行き詰まることがよくある          
6）複雑で困難な仕事が多い              
7）これまでの経験だけでは対処できない仕事をすることがよくある    
8）自分の仕事について、自分の意見を反映することができる     
9）仕事の進め方を、自分で決めることができる      
10）仕事のペースを自分で決めることができる              
11）職場で人間関係のトラブルがよくある      
12）職場のメンバー間の意志疎通がよくいっていない     
13）職場や仕事先に苦手な人がいる          
14）職場の人たちは、自分の仕事がスムーズにいくように配慮してくれる    
15）職場の人たちと気軽に話ができる       
16）仕事で困難なことが起きた場合、職場の人たちの援助・助言がえられる  
17）職場の人たちは、自分の個人的な問題にも相談にのってくれる      
18）やりがい、誇りをもてる仕事をしている      
19）自分の能力が発揮できる仕事である      




















































まったくない           とてもよくある 
 
2  あなたはこれまでに、よく知っていると思っていた人の、思わぬ行動に驚かされたことが
ありますか？                             
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
まったくなかった                いつもそうだった 
 
3  あなたは、あてにしていた人にがっかりさせられたことがありますか？                                            
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
まったくなかった               いつもそうだった 
 
4  今まで、あなたの人生は、                                           
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
明確な目標や目的はまったくなかった       とても明確な目標や目的があった 
 
5  あなたは、不当な扱いを受けているという気持ちになることがありますか？                                         
1----------------2----------------3----------------4----------------5 





とてもよくある                         まったくない 
 
7 あなたが毎日していることは、                                                                                   
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
喜びと満足を与えてくれる                      つらく退屈である 
  
8 あなたは、気持ちや考えが非常に混乱することがありますか？                                                        
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
とてもよくある              まったくない 
 
9 あなたは、本当なら感じたくないような感情をいだいてしまうことがありますか？                                   
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
とてもよくある              まったくない 
 
10 どんなに強い人でさえ、ときには「自分はダメな人間だ」と感じることがあるものです。                                    
   あなたは、これまで「自分はダメな人間だ」と感じたことがありますか？                
1----------------2----------------3----------------4----------------5 
まったくなかった             よくあった 
 
11 何かが起きたとき、ふつう、あなたは、                                                        
1----------------2----------------3----------------4----------------5 





とてもよくある              まったくない 
 
13 あなたは、自制心を保つ自信がなくなることがありますか？                                                    
1----------------2----------------3----------------4----------------5 





















まったくない            とてもよくある 
 
2  あなたはこれまでに、よく知っていると思っていた人の、思わぬ行動に驚かされたことが
ありますか？                             
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
まったくなかった         いつもそうだった 
 
3  あなたは、あてにしていた人にがっかりさせられたことがありますか？                                            
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
まったくなかった         いつもそうだった 
 
4  今まで、あなたの人生は、                                           
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
明確な目標や目的はまったくなかった       とても明確な目標や目的があった 
 
5  あなたは、不当な扱いを受けているという気持ちになることがありますか？                                         
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 





とてもよくある                     まったくない 
 
7 あなたが毎日していることは、                                                                                   
 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
喜びと満足を与えてくれる                       つらく退屈である 
  
8 あなたは、気持ちや考えが非常に混乱することがありますか？                                                        
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある           まったくない 
 
9 あなたは、本当なら感じたくないような感情をいだいてしまうことがありますか？                                   
1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある           まったくない 
 
10 どんなに強い人でさえ、ときには「自分はダメな人間だ」と感じることがあるものです。                                    
   あなたは、これまで「自分はダメな人間だ」と感じたことがありますか？                
 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
まったくなかった            よくあった 
 
11 何かが起きたとき、ふつう、あなたは、                                                        
 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 





とてもよくある           まったくない 
 
13 あなたは、自制心を保つ自信がなくなることがありますか？                                                    
 1----------------2----------------3----------------4----------------5----------------6----------------7 
とてもよくある            まったくない 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
